
電話番号

②成果参考指標の目標（実績）と施策の現状、及びその評価

年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 単位 年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 単位

目標値 42,000 43,000 44,000 45,000 目標値 26.30 26.10 25.90 25.50

取組目標値 取組目標値

実績値 41,272 42,751 43,129 38,842 実績値 26.50 34.90 27.70 32.30

達成率 101.80 100.30 88.30 ％ 達成率 67.30 93.90 75.30 ％

目標値 目標値

取組目標値 取組目標値

実績値 実績値

達成率 ％ 達成率 ％

③評価時点での施策目的に対する現状

④総合的な評価

⑤課題の認識

⑥今後の取組みの方向性

ＩＤ： 評価表番号： 更新日：

％

数値目標

〇青少年育成島根県民会議の事業を通して社会全体で青少年健全育成に取り組む意識を高める体制づくりを進めており、平成27年3月末の会員数は172人（前
年比11人減）、賛助会員数は754人（前年比76人減）となった。また、「しまね家庭の日」などに地域において大人と子どもが一緒に行う活動への支援や中
学生による少年の主張県大会などを行った。
〇困難を有する子ども・若者支援については平成27年3月末現在、総合相談窓口は8市町（昨年より1市増）地域協議会は5市町に設置されている。
○平成26年の非行少年は統計の残る昭和24年以降最少となったが、刑法犯少年の再非行率は前年に比べ4.6ポイント増加した。
〇平成27年5月末時点で、①問題を抱える少年の社会参加活動への参加は延べ2,372人（前年比362人増）である。②子ども支援センターにおける相談受理件
数は2,156件（前年比25件減）で、延べ236人（前年比69人減）の少年に対してカウンセリング、学習支援等を行っている。③少年補導委員等ボランティア
の街頭補導は5,238回（前年比1,045回増）実施し、延べ参加人員は6,163人（前年比982人増）である。④小・中・高校での非行防止教室は359校中255
校（前年比29校減）である。
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（１）平成27年度
末の施策目的の達成
状況（予測）

Ａ:達成できる
Ｂ:概ね達成できる
Ｃ:達成は困難

判断 その理由（「総合的な評価」の「判断」と異なる「判断」の場合のみ記載）

B

（２）施策の目的達
成に向けての課題

〇地域ぐるみで青少年健全育成に取り組んでいく社会的な気運をさらに醸成していくために、青少年健全育成に係る普及啓発活動の充実と、活動の推
進母体である青少年育成島根県民会議の運営強化を図っていく必要がある。
〇各市町村とも厳しい財政状況の中、相談窓口設置などの若者の支援に関する取組については優先度が低くなる傾向にあるため、どこでも相談支援や
自立支援が受けられるよう、市町村の体制整備を支援する必要がある。
〇県内の非行少年は、平成16年以降減少傾向にあり、平成２６年中は３２４人と統計を取り始めた昭和２４年以降最少の補導人数となったが、刑法犯
少年の再非行率は改善が見られない。

施策Ⅲ－１－３　青少年の健全な育成の推進

数値目標

目的
○青少年が、社会の一員として必要な社会規範や自立性、豊かな人間性・社会性を身に付け、心身ともに健やかに成長するよう、学校・家庭・地域・関係団体
と連携して環境整備を進めます。

課題解決に向けての
今後の取組みの方向
性

○次代を担う青少年を健全に育成していくことの重要性について広報啓発を進めるとともに、青少年育成島根県民会議の運営強化（県民運動の推進、
県民会議の認知度向上、市町村民会議との連携強化、会員の拡充等）に努める。
○県民への広報啓発により子ども・若者支援への理解を深めるとともに、総合相談窓口が設置されていない市町村においても相談支援や自立支援を受
けることができるよう松江・出雲・浜田・益田４市の子ども・若者支援センターを中核として各圏域ごとにネットワークを構築していく。
○少年の規範意識の醸成や社会性を養成するため、県内全小・中・高校で非行防止教室を開催するとともに、警察職員や警察ボランティアが関与する
社会参加活動への参加を促したり、就学・就労などの立ち直り支援や、子ども支援センター等関係機関・団体と連携した少年の自立支援活動を更に推
進する。

成果参考指標の実績
等の補足説明（任意
記載）

〇青少年健全育成活動への参加者は、前年比４，２８７人減の３８，８４２人となった。青少年育成島根県民会議が青少年育成団体を対象に支援して
いるモデル事業への参加者が少なかったことが大きな要因となっている。啓発チラシやのぼり旗の作成・配布等の広報活動を拡充し、認知度向上に努
めたが、結果的に青少年健全育成活動への参加者は前年度を下回った。
〇平成２６年中の非行少年は３２４人で、統計を取り始め昭和24年以降最少となり、刑法犯少年の再非行率は３２．３％と目標値を達成することはで
きなかったが、全国平均の３７．０％を下回った。その背景としては、官民一体となった非行少年の立ち直り活動の推進、少年を見守る社会気運の高
まり等があげられる。

評価時点で施策目的
に対する現状
（客観的事実・デー
タなどに基づいた施
策の現状や取組状
況）

評価時点での総合的
な評価

Ａ:順調に進んでいる
Ｂ:概ね順調に進んでいるが
見直す点もある
Ｃ:あまり順調に進んでいな
い

〇広報活動や研修会の実施、青少年を取り巻く大人のネットワークの整備、社会性を育成するための様々な活動の実施状況
から、地域環境の整備が進みつつある。具体的な県民運動の推進や市町村における活動の活性化を図るなど、地域ぐるみで
青少年健全育成を行っていく気運をさらに醸成していく必要がある。
〇H24年度以降継続して、問題を抱える少年の社会参加活動、子ども支援センターにおける立ち直り支援、非行防止教室の
開催、関係機関・ボランティアとの協働活動を推進した結果、非行少年は減少しているが、再非行率の増加や少年の社会参
加活動への参加率の低迷傾向が見られ、引き続き取組を強化し、少年の自立支援活動を更に推進する必要がある。

B

判断 その理由

定性目標
平成24年度～平成27年度
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施策の名称


